
議案第 ２２ 号

平 成 ３０ 年 度

五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書





平成３０年度五所川原市水道事業会計予算

（総　　　則）
第１条　平成３０年度五所川原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）
（２）
（３）
（４）

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　　　　入
第１款　水道事業収益
第１項
第２項
第３項

　　　支　　　　出
第１款　水道事業費用
第１項
第２項
第３項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ６１０,１６５千円は、
　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ４２,０７４千円、当年度分損益勘定留保資金 ４１８,２６９千円、減債積立金
　１４９,８２２千円で補てんするものとする。）。

　　　収　　　　入
第１款　資本的収入
第１項
第２項
第３項

　　　支　　　　出
第１款　資本的支出
第１項
第２項

給 水 戸 数 ２２，３２１ 戸
年 間 総 給 水 量 ５，７０９，３５６ ㎥
一 日 平 均 給 水 量 １５，６４２ ㎥
主要な建設改良事業 金木地区中央監視システム設備更新事業、配水管布設替事業

１，４８２，９０４ 千円
営 業 収 益 １，４０５，５６２ 千円
営 業 外 収 益 ７７，３４１ 千円
特 別 利 益 １ 千円

１，３４０，４６９ 千円
営 業 費 用 １，２１０，６６６ 千円
営 業 外 費 用 １２８，８０３ 千円
特 別 損 失 １，０００ 千円

３８２，１０１ 千円
企 業 債 ３７２，１００ 千円
工 事 負 担 金 １ 千円
補 助 金 １０，０００ 千円

９９２，２６６ 千円
建 設 改 良 費 ５７８，００２ 千円
企 業 債 償 還 金 ４１４，２６４ 千円

-1-



（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、
又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）
（２）

（たな卸資産購入限度額）
第９条　たな卸資産の購入限度額は、４８,７６８千円と定める。

平成３０年 ２月２７日提出

五所川原市長　　平　山　誠　敏
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起 債 の 目 的 限 度 額 起　債　の　方　法 利　　　　率 償 還 の 方 法

年３．０％以内 借入先の融資条件による。ただし水
 水道施設建設事業に充て　 道事業会計予算の都合により繰上償
 るため 還又は低利に借り換えることができ

る。

職 員 給 与 費 １６１，５９４ 千円
交 際 費 ３０ 千円

３７２,１００千円 普通貸借 （ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行っ
た後は、当該見直し後の利率）



予 算 に 関 す る 説 明 書





平成３０年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

地方公営企業法第２５条及び同法施行令第１７条の
２ の 規 程 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

１ 平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

２

３ 平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

４ 継 続 費 に 関 す る 調 書

５ 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

６ 平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

７ 平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

８ 平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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１　平成３０年度五所川原市水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）

収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

水 道 事 業 収 益 １,４８２,９０４ 水道事業の経営活動全般から生ずる収益

営 業 収 益 １,４０５,５６２ 主たる営業活動から生ずる収益

給 水 収 益 １,４０１,５６５ 水道料金

受 託 工 事 収 益 ６０ 受託による給水工事収益

その他の営業収益 ３,９３７ 上記以外の収益

営 業 外 収 益 ７７,３４１ 主たる営業活動以外の収益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

１,３７５ 預金利息

他 会 計 負 担 金 ７,１１０ 職員給与費に対する一般会計からの負担金等

加 入 金 ２３,３４２ 新規水道加入者による収益

長期前受金戻 入 ４０,１７３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

雑 収 益 ５,３４１ 行政財産使用料ほか雑収入

特 別 利 益 １ 当年度の経常的収益から除外すべき利益

過年度損益修正益 １ 前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するもの
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

水 道 事 業 費 用 １,３４０,４６９ 水道事業の経営活動全般から生ずる費用

営 業 費 用 １,２１０,６６６ 主たる営業活動から生ずる費用

原水及び浄水 費 ４８１,５４９
水源かん養、原水の取入れ及び原水のろ過、滅菌に
係る設備の維持及び作業に要する費用

配水及び給水 費 １２６,９６７
配水管、同附属設備及び配水に係る維持、作業に要
する費用

業 務 費 ８１,９３０ 検針及び徴収事務並びに営業事務に要する費用

総 係 費 ６１,７７８ 一般管理に要する費用

減 価 償 却 費 ４４４,４７０ 固定資産の減価償却費用

資 産 減 耗 費 １３,９７２ 固定資産の資産減耗費用

営 業 外 費 用 １２８,８０３ 金融及び財務活動に伴う費用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸 費

１０８,６０６ 企業債利息に要する費用

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

２０,１９７ 消費税及び地方消費税に要する費用

特 別 損 失 １,０００ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

過年度損益修正損 １,０００ 前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するもの
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1 配水管整備に要する費用
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(資本的収入及び支出）

収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ３８２,１０１ 建設改良に対する収入

企 業 債 ３７２,１００ 企業債の発行による収入

企 業 債 ３７２,１００
配水管整備及び金木地区中央監視システム更新事業
等に対する企業債

工 事 負 担 金 １ 建設改良に対する工事負担金

工 事 負 担 金 １ 配水管整備に対する工事負担金

補 助 金 １０,０００ 生活基盤施設耐震化等交付金

補 助 金 １０,０００ 配水管整備に対する交付金

支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ９９２,２６６ 建設改良及び企業債償還に要する費用

建 設 改 良 費 ５７８,００２ 建設改良に要する費用

施 設 費 ５２７,５２８

そ の 他 施 設 費 ５０,４７４ 施設の改良及び機械装置等購入に要する費用

企 業 債 償 還 金 ４１４,２６４ 企業債償還に要する費用

企 業 債 償 還 金 ４１４,２６４
建設改良の財源に充てるため発行した企業債の元金
償還金
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（単位：千円）

1　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　当 年 度 純 利 益 １００，３６１
　　　減 価 償 却 費 ４４４，４７０
　　　貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少） ０
　　　長 期 前 受 金 戻 入 額 △４０，１７３
　　　受 取 利 息 及 び 配 当 金 △１，３７５
　　　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 １０８，６０６
　　　有 形 固 定 資 産 除 却 費 １３，９７２
　　　未 収 金 の 増 減 額（△は増加） ３，３６１
　　　未 払 金 の 増 減 額（△は減少） △５，２２１
　　　た な 卸 資 産 の 増 減 額（△は増加） △９７
　　　引 当 金 の 増 減 額（△は減少） ５７６
　　　そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額（△は増加） ０
　　　そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少） ４２０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　計 ６２４，９００
　　　受 取 利 息 及 び 配 当 金 １，３７５
　　　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費 △１０８，６０６
　　　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５１７，６６９

2　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △６７７，１９６
　　　国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 ９，２５９
　　　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △６６７，９３７

3　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入　　　 ５２５，４００
　　　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出　　　△４１４，２６４
　　　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー １１１，１３６

資 金 増 加 額（又は減少額） △３９，１３２
資 金 期 首 残 高 ９６８，９７１
資 金 期 末 残 高 ９２９，８３９
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２　平成３０年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）



１　総　括

３　平成３０年度五所川原市水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (1,547) (334) (1,881) (304) (2,185)
15 19 285 78,292 38,708 117,285 42,124 159,409

(1) (1,547) (334) (1,881) (304) (2,185)
15 19 285 78,292 38,708 117,285 42,124 159,409

(1) (1,544) (329) (1,873) (294) (2,167)
15 18 143 78,505 38,145 116,793 45,179 161,972

(1) (1,544) (329) (1,873) (294) (2,167)
15 18 143 78,505 38,145 116,793 45,179 161,972

(0) (3) (5) (8) (10) (18)
0 1 142 △ 213 563 492 △ 3,055 △ 2,563

(0) (3) (5) (8) (10) (18)
0 1 142 △ 213 563 492 △ 3,055 △ 2,563

※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(181) (103) (50)
2,076 17,764 12,390 1,228 991 609 600 1,260 60 1,730

(181) (97) (51)
2,280 18,410 11,415 1,360 472 903 635 1,260 60 1,350

(0) (6) (△1)
△ 204 △ 646 975 △ 132 519 △ 294 △ 35 0 0 380

※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。
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区　　　分
法定福利費 合　　計

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

比
１
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

区　　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳



３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給
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区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴 う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴 う 扶養手当　　　　△１８ 勤勉手当　　１，０７４
増 減 分 期末手当　　　　　１４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

扶養手当　　　△１８６ 通勤手当　　　　５１９
期末手当　　　△６６０　　　　　　　　　　　　　　　　　　住居手当　　　△２９４
勤勉手当　　　　△９９ 児童手当　　　　△３５
寒冷地手当　　△１３２ 時間外勤務手当　３８０

区　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円） ３４７，９８３

平 均 給 与 月 額 (円） ３７０，９２８

平 均 年 齢 (歳） ４９歳　　４月

平 均 給 料 月 額 (円） ３５８，２８３

平 均 給 与 月 額 (円） ３８１，３９４

平 均 年 齢 (歳） ４９歳　　３月

一般会計の制度

行　政　職　(円）

高 校 卒 １４７，１００ １４７，１００

大 学 卒 １７９，２００ １７９，２００

給 料 △２１３

８３ 平均改定率　0.16％

５９９ 平均昇給率　1.18％

その他の増減 分 △８９５
職員の異動等に伴う
減少分

手 当 ５６３

１，０７０
支給額の改正による
増減分

その他の増減 分 △　５０７
職員の異動等に伴う
増減分

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）



※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級 １　 ５．６　

５　級 ２　 １１．１　

４　級 １０　 ５５．５　

３　級 ３　 １６．６　
（１） （１００．０）

１　 ５．６　

１　級 １　 ５．６　
（１） （１００．０）
１８　 １００．０　

７　級 １　 ５．６　

６　級

５　級 ２　 １１．１　

４　級 １１　 ６１．１　

３　級 ３　 １６．６　
（１） （１００．０）

１　級 １　 ５．６　
（１） （１００．０）
１８　 １００．０　

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事
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区 分

２　級

計

２　級

計

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在



（４） 昇　給
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区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ) (人) １９

昇給に係る職員数(Ｂ) (人) １２

１号給 (人) １

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

６号給 (人) ４

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ６３．２

職 員 数（Ａ）(人) １８

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) １８

１号給 (人) ７

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

６号給 (人) ４

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) １００．０

号給数内訳

号給数内訳

本
１　　
１
年　　
１　　
１
度

前
１　
１
年　
１　
１　
度



（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．０５） （１．１５） （２．２０）

２．０２５　 ２．１７５　 ４．２０　

（１．０２５） （１．１２５） （２．１５）

１．９５　 ２．１０　 ４．０５　

（１．０５） （１．１５） （２．２０）

２．０２５　 ２．１７５　 ４．２０　

※（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無
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区 分 備 考

本 年 度 有

前 年 度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９ 無



1 1

千円
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４　継続費に関する調書

全　体　計　画

左の財源内訳

企業債
当年度損益勘
定留保資金１

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ 逓次繰越

資本的 建設改 金木地区中央監視 ２９ 153,370 153,300 70 0 0 0.0 153,370 

支出 良費 システム設備更新

事業１１１１１１

３０ 153,370 153,300 70 306,740 306,740 100.0 

計 306,740 306,600 140 0 306,740 306,740 100.0 

款 項 事　業　名

前前年度末
までの支払
義務発生額　　

1　

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額1111

当該年度支
払義務発生
予定額1111

１

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額111111

翌年度以降
の支払義務
発生予定額　　　

１

継続費の総
額に対する
進捗率1111　

１

備  考　　　　　　　　　　　　　　　　　
１１１１１
１１１１１

１
年度 年割額



５　債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

前年度末までの支払 当該年度以降の支

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

当 年 度 損 益
勘定留保資金

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 平成27年度から 平成30年度から

ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料 平成29年度まで 平成32年度まで

営業料金システムサーバー 平成27年度から 平成30年度から

関 連 機 器 等 賃 借 料 平成29年度まで 平成32年度まで

平成29年度から 平成30年度から

平成29年度まで 平成30年度まで

平成30年度から

平成30年度まで
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事　　　　　　　項 限 度 額

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 給水収益 企業債

４,２８５ ２,３５７ １,９２８ １,９２８

２,６９０ １,４７９ １,２１１ １,２１１

基本計画策定等業務委託料 ７,３７７ ０ ７,３７７ ７,３７７

配 水 管 布 設 替 工 事 １００,０００ １００,０００ １００,０００



１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）
（４）
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６　平成３０年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 422,976 421,007
構 築 物 17,808,642
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,646,711 9,161,931
機 械 及 び 装 置 2,372,428
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,624,237 748,191
車 両 運 搬 具 14,539
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,812 727
工 具 、 器 具 及 び 備 品 84,625
減 価 償 却 累 計 額 △ 75,832 8,793
建 設 仮 勘 定 62,567

有 形 固 定 資 産 合 計 10,742,882
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 11,454
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 11,577
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 11
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 11
固 定 資 産 合 計 10,754,470

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 929,839
未 収 金 157,135
貸 倒 引 当 金 △ 2,188
貯 蔵 品 23,482

流 動 資 産 合 計 1,108,268
資 産 合 計 11,862,738



３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ
ロ
ハ

 

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,980,176

固 定 負 債 合 計 4,980,176

流 動 負 債
企 業 債 400,257
未 払 金 77,238
引 当 金 11,311
その他流動負 債 34,087

流 動 負 債 合 計 522,893

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,083,006
収 益 化 累 計 額 △ 1,110,713

繰 延 収 益 合 計 972,293
負 債 合 計 6,475,362

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,404,787
剰 余 金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 473,344
建 設 改 良 積 立 金 408,884
当年度未処分利益剰余金 100,361

利 益 剰 余 金 合 計 982,589
剰 余 金 合 計 982,589
資 本 合 計 5,387,376
負 債 資 本 合 計 11,862,738
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１
（１）
（２）
（３）

２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

４
（１）

５
（１）

６
（１）
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（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
（単位：千円）

営 業 収 益
給 水 収 益 1,347,793
受 託 工 事 収 益 56
そ の 他 の 営 業 収 益 3,335 1,351,184

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費 476,779
配 水 及 び 給 水 費 102,046
業 務 費 71,526
総 係 費 60,960
減 価 償 却 費 445,652
資 産 減 耗 費 4,049 1,161,012

営 業 利 益 190,172
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 653
他 会 計 負 担 金 2,101
加 入 金 22,600
長 期 前 受 金 戻 入 39,186
雑 収 益 5,049 69,589

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費 121,464 121,464 △ 51,875

経 常 利 益 138,297
特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 1 1
特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 1,000 △ 999
当 年 度 純 利 益 137,298
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0
その他の未処分利益剰余金変動額 0
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 137,298

７　平成２９年度五所川原市水道事業予定損益計算書



１
（１）

イ
ロ
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）
イ
ロ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）
（４）

８　平成２９年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 408,376 435,607
構 築 物 17,218,058
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,321,332 8,896,726
機 械 及 び 装 置 2,420,043
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,621,240 798,803
車 両 運 搬 具 14,539
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,650 889
工 具 、 器 具 及 び 備 品 84,049
減 価 償 却 累 計 額 △ 77,466 6,583
建 設 仮 勘 定 45,319

有 形 固 定 資 産 合 計 10,523,593
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 12,727
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 12,850
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 11
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 11
固 定 資 産 合 計 10,536,454

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 968,971
未 収 金 160,496
貸 倒 引 当 金 △ 2,188
貯 蔵 品 23,385

流 動 資 産 合 計 1,150,664
資 産 合 計 11,687,118
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ
ロ
ハ
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負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,855,033

固 定 負 債 合 計 4,855,033

流 動 負 債
企 業 債 414,264
未 払 金 82,459
引 当 金 10,735
その他流動負 債 33,667

流 動 負 債 合 計 541,125

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,077,884
収 益 化 累 計 額 △ 1,073,939

繰 延 収 益 合 計 1,003,945
負 債 合 計 6,400,103

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,254,965
剰 余 金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 485,868
建 設 改 良 積 立 金 408,884
当年度未処分利益剰余金 137,298

利 益 剰 余 金 合 計 1,032,050
剰 余 金 合 計 1,032,050
資 本 合 計 5,287,015
負 債 資 本 合 計 11,687,118



注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　建物　　　　　　　１５～５０年
　　　構築物　　　　　　４０年
　　　機械及び装置　　　　８年
　　　車両運搬具　　　　　５年
　　　工具、器具及び備品　５～１５年
ロ　無形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　ダム使用権　　　　５５年

（３）引当金の計上方法
イ　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　　給付引当金は計上していない。
ロ　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（
　　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　１年内　　
　　１年超
　　　計

１，３９４，７４８円
３４８，６８７円

１，７４３，４３５円
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３ 長期継続契約に係るリース債務
　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

　　１年内　　
　　１年超
　　　計

４ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１０，７３５千円を使用する見込みである。
また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金１００千円を使用する見込みである。
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１，４４２，４４８円
４，６８７，９５６円
６，１３０，４０４円




